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教
員
へ
の
奨
学
金
返
還 

支
援
制
度
を
新
設

　
正
規
職
員
の
採
用
に
向
け
た

取
組
の
推
進
、
中
で
も
市
議
団

が
繰
り
返
し
求
め
て
き
た
「
教

員
の
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
」

が
こ
の
度
実
現
し
ま
し
た
。
し

か
し
対
象
が
成
績
上
位
者
４０
名

の
み
で
全
く
足
り
ま
せ
ん
。
東

京
都
は
、
今
年
４
月
以
降
に
都

内
の
教
員
や
技
術
系
の
公
務
員

に
採
用
さ
れ
た
人
に
対
し
、
奨

学
金
を
返
済
す
る
仕
組
み
を
来

年
に
も
開
始
。
採
用
２
年
目
か

ら
１１
年
目
ま
で
を
対
象
に
毎
年

１５
万
円
、
最
大
１
５
０
万
円
の

返
済
を
都
が
行
い
教
員
は
３
０

０
０
人
を
想
定
し
て
い
る
と
の

こ
と
。
川
崎
市
も
成
績
上
位
者

に
限
ら
ず
、
対
象
者
全
て
に
支

援
を
行
う
べ
き
で
す
。

　
以
下
は
前
進
し
た
項
目
で
す
。

▽
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー
配
置
事
業
費
１
億
５
千

万
円
（
各
区
２
名
体
制
に
）

▽
部
活
動
指
導
員
事
業
費
１
億

４
千
万
円
（
前
年
比
３
５
０

０
万
円
増
）

▽
体
育
館
へ
の
空
調
設
置
、
５

千
万
円
（
新
規
）
２
０
２
５

年
度
か
ら
設
計
に
着
手
す
る

１５
校
の
う
ち
８
校
は
２
０
２

６
年
度
に
、
７
校
は
２
０
２

７
年
度
に
供
用
開
始
予
定
。

残
り
の
１
５
５
校
は
早
期
整

備
の
た
め
２
０
２
５
年
度
中

に
整
備
内
容
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
、
事
業
手
法
等
を
検
討
し

整
備
方
針
を
策
定
し
た
上
で

整
備
を
実
施

▽
学
校
給
食
に
つ
い
て
、
物
価

高
騰
に
よ
る
小
中
学
校
の
保

護
者
負
担
を
軽
減
、
４
・
６

億
円
（
市
費
と
国
の
交
付
金

で
折
半
、合
計
で
約
９
億
円
）

環
　
境

太
陽
光
発
電
設
備
等

の
設
置
費
が
拡
充

　
脱
炭
素
化
の
推
進
と
し
て
、

太
陽
光
発
電
設
備
等
設
置
費
補

助
金
に
８
億
円
の
予
算
が
付

き
、
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。
２
０

２
５
年
度
か
ら
開
始
す
る
新
築

建
物
へ
の
太
陽
光
発
電
設
備
の

義
務
化
制
度
等
を
踏
ま
え
、
再

エ
ネ
普
及
・
地
産
地
消
に
向
け

た
住
宅
用
太
陽
光
発
電
設
備
、

蓄
電
池
等
の
設
備
導
入
を
市
民

（
個
人
）
対
象
に
行
い
ま
す
。

補
助
件
数
を
４
０
０
件
か
ら
３

３
０
０
件
に
増
や
し
、
蓄
電
池

の
補
助
単
価
も
増
額
し
ま
す
。

（
表
８
）

資
源
リ
サ
イ
ク
ル

回
収
を
拡
大

　
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
中
間
処

理
、
再
商
品
化
委
託
経
費
と
し

て
新
規
予
算
が
２
億
８
８
３
０

万
円
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
川
崎
区
に
続
き
幸
区
、
中

原
区
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
リ

サ
イ
ク
ル
回
収
を
拡
大
す
る
も

の
で
、
今
後
高
津
区
な
ど
に
も

拡
大
し
て
い
く
予
定
。

街
路
樹
維
持
管
理

事
業
費
が
増
額

　
街
路
樹
の
維
持
管
理
費
が
５

億
８
２
３
万
円
に
拡
充
。
全
国

都
市
緑
化
か
わ
さ
き
フ
ェ
ア
の

取
り
組
み
に
よ
り
開
始
し
た
み

ど
り
の
ま
ち
づ
く
り
の
継
続
・

発
展
に
５
８
１
０
万
円
、
春
フ

ェ
ア
開
催
経
費
に
３
億
１
９
０

４
万
円
。
持
続
可
能
な
公
園
の

維
持
管
理
を
め
ざ
し
、
公
園
の

利
活
用
、
維
持
管
理
を
学
べ
る

活
動
体
験
や
講
座
を
全
区
で
実

施
、
公
演
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
集

の
整
備
な
ど
に
３
２
０
０
万
円
。

中
小
企
業

中
小
企
業
予
算
の

抜
本
的
な
増
額
こ

そ
必
要

　
新
年
度
の
、
商
業
・
農
業
・

中
小
企
業
・
信
用
保
証
料
補
助

事
業
を
含
め
た
中
小
企
業
支
援

事
業
関
連
予
算
は
、
前
年
度
比

９
７
７
２
万
円
減
の
１５
億
６
７

８
２
万
円
で
、
一
般
会
計
予
算

の
０
・
１７
％
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。

　
最
も
多
く
減
少
し
た
の
は
、

昨
年
度
に
引
き
続
き
「
信
用
保

証
等
促
進
事
業
費
」
で
、
前
年

比
１
億
４
８
４
７
万
円
の
減
額

で
す
。
こ
れ
は
国
の
財
源
で
行

わ
れ
た
「
新
型
コ
ロ
ナ
対
応
資

金
」
の
利
子
補
給
が
昨
年
度
か

ら
さ
ら
に
大
幅
に
削
ら
れ
た
も

の
で
、
長
引
く
物
価
高
騰
も
追

い
打
ち
と
な
り
「
仕
事
が
な
く

な
っ
た
」「
材
料
費
の
値
上
が

り
分
を
価
格
に
転
嫁
で
き
な

い
」
な
ど
、
市
内
の
事
業
者
か

ら
は
一
層
の
悲
鳴
が
上
が
っ
て

い
ま
す
。
市
長
は
市
政
方
針
演

説
の
中
で
「
県
内
の
景
気
動
向

は
、
緩
や
か
に
回
復
さ
れ
て
い

る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
」
と
述

べ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
現
状

を
反
映
し
て
お
ら
ず
実
態
は
深

刻
で
す
。

　
２
０
２
２
年
度
の
決
算
調
書

に
よ
る
と
、
本
市
の
市
民
一
人

当
た
り
の
商
工
費
は
１
６
９
５

９
円
で
、
こ
れ
は
政
令
市
平
均

の
２
分
の
１
以
下
で
す
。
こ
れ

で
は
材
料
費
の
高
騰
や
円
安
、

生
産
拠
点
の
海
外
へ
の
移
転
な

ど
、
苦
境
に
立
た
さ
れ
て
い
る

市
内
事
業
者
の
「
底
支
え
」
に

は
な
り
ま
せ
ん
。

　
商
店
街
支
援
の
「
商
業
振
興

事
業
費
」
は
３
億
４
４
２
７
万

円
で
前
年
比
よ
り
７
２
３
０
万

円
の
増
額
で
す
。
し
か
し
イ
ベ

ン
ト
を
支
援
す
る
「
商
店
街
ソ

フ
ト
事
業
支
援
補
助
金
」
は
１

２
５
５
万
円
に
と
ど
ま
り
、
昨

年
度
よ
り
９
万
５
千
円
減
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。
物
価
高
騰
を

加
味
す
れ
ば
、
実
質
の
予
算
は

さ
ら
に
減
額
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
予
算
を
増
や
し
、
イ

ベ
ン
ト
を
行
う
商
店
街
の
負
担

を
軽
く
す
べ
き
で
す
。

　
以
下
は
物
価
高
騰
対
策
の
補

正
予
算
で
追
加
さ
れ
た
項
目
で

す
。

▽
商
業
力
強
化
事
業
１
９
２
０

万
円
（
公
衆
浴
場
の
燃
料
費

へ
の
補
助
）

▽
中
小
企
業
経
営
革
新
支
援
事

業
に
２
億
５
０
０
０
万
円

（
デ
ジ
タ
ル
化
の
導
入
や
機

械
な
ど
の
購
入
へ
の
補
助
）

▽
信
用
保
証
等
促
進
事
業
２
億

４
４
６
万
円
（
保
証
料
補
助

を
５０
％
か
ら
７０
％
に
）

▽
農
業
生
産
緑
地
振
興
事
業

　
８
１
７
万
円
（
ビ
ニ
ー
ル
ハ

ウ
ス
の
燃
料
費
高
騰
へ
の
補

助
）

▽
園
芸
振
興
対
策
事
業

　
１
０
０
０
万
円
（
機
械
購
入

へ
の
補
助
）

雇  
用

雇
用
促
進
の
予
算

に
転
換
を

　
雇
用
関
係
の
予
算
は
５
億
１

１
２
８
万
円
で
、
前
年
度
よ
り

２
３
８
０
万
円
マ
イ
ナ
ス
に
な

っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
今
年
度

か
ら
「
就
職
氷
河
期
世
代
応
援

事
業
費
」
の
予
算
が
つ
か
な
く

な
り「
女
性
就
業
支
援
事
業
費
」

は
２
０
２
０
年
度
以
降
、
経
済

労
働
費
の
予
算
は
あ
り
ま
せ

ん
。
就
職
支
援
事
業
費
は
５
６

７
万
円
マ
イ
ナ
ス
と
、
市
民
の

雇
用
を
応
援
す
る
も
の
に
は
な

っ
て
い
ま
せ
ん
。

　
市
内
中
小
企
業
に
と
っ
て
も

人
材
確
保
は
重
要
な
課
題
で
あ

り
、
教
員
で
は
実
現
し
ま
し
た

が
、
市
議
団
で
は
奨
学
金
返
還

支
援
制
度
の
導
入
を
求
め
て
い

ま
す
。
内
閣
府
の
調
査
で
は
２

０
２
４
年
６
月
時
点
で
、
奨
学

金
返
還
支
援
制
度
を
実
施
し
て

い
る
地
方
公
共
団
体
は
８
１
６

市
区
町
村
あ
り
、
前
年
比
か
ら

９９
増
加
し
て
い
ま
す
。
千
葉
県

で
は
返
還
額
を
上
限
３
０
７
・

２
万
円
で
全
額
補
助
し
採
用
２

年
目
か
ら
１０
年
間
支
援
す
る
な

ど
、
手
厚
い
事
例
が
全
国
で
相

次
い
で
い
ま
す
。
本
市
で
も
同

様
の
制
度
を
、
す
べ
て
の
対
象

者
に
早
期
実
施
す
べ
き
で
す
。

子
育
て

デ
ジ
タ
ル
で
な
く

抜
本
的
な
子
育
て

施
策
を

　
２
０
２
６
年
１
月
に
導
入
予

定
の
「
か
わ
さ
き
子
育
て
ア
プ

リ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
」
に
約
３

千
万
円
の
予
算
が
割
か
れ
、
速

や
か
な
情
報
提
供
や
妊
娠
出
産

時
の
手
続
き
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で

行
え
る
こ
と
や
、
乳
幼
児
の
健

康
診
断
も
ス
マ
ホ
か
ら
予
約
で

き
る
よ
う
に
な
る
な
ど
、
Ｄ
Ｘ

化
（
デ
ジ
タ
ル
技
術
に
よ
る
サ

ー
ビ
ス
効
率
・
向
上
化
）
が
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
便
利
に
な

る
一
方
、
Ｄ
Ｘ
化
に
関
す
る
こ

と
が
中
心
で
子
育
て
施
策
と
し

て
充
実
し
て
い
る
と
は
言
い
難

い
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

妊
婦
健
診
、 

産
後
ケ
ア
事
業
が
拡
充

▽
妊
婦
健
診
の
公
費
負
担
が
拡

充
。
妊
婦
一
人
８
９
０
０
０

円
の
補
助
券
か
ら
、
今
年
７

月
よ
り
１
３
５
０
０
０
円
の

受
診
券
に
。

▽
産
後
ケ
ア
事
業
の
拡
充
、
夜

間
２
名
以
上
の
看
護
職
配

置
、
特
に
支
援
を
必
要
と
す

る
利
用
者
受
け
入
れ
促
進
で

安
全
配
慮
の
充
実
１
億
６
千

万
円
（
前
年
比
６
５
０
０
万

円
増
）

▽
放
課
後
等
の
居
場
所
づ
く
り

事
業
費
４
９
０
０
万
円
（
前

年
比
２
５
０
０
万
円
増
）

▽
児
童
虐
待
対
策
推
進
費
、
児

童
相
談
所
等
体
制
強
化
事
業

費
７
５
０
０
万
円
（
前
年
比

２
８
０
０
万
円
増
）

　
隣
の
東
京
都
は
こ
の
間
、
子

育
て
の
経
済
的
負
担
を
軽
減
す

る
事
業
を
相
次
い
で
発
表
し
て

お
り
、
い
わ
ゆ
る
「
多
摩
川
格

差
」
は
広
が
る
一
方
で
す
。
新

年
度
予
算
で
、
市
は
「
安
心
し

て
子
ど
も
を
産
み
育
て
ら
れ
る

環
境
づ
く
り
」
を
重
点
施
策
と

し
て
お
り
、
予
算
が
拡
充
さ
れ

一
定
の
前
進
し
た
部
分
は
あ
り

ま
す
が
、
肝
心
の
子
育
て
政
策

に
関
わ
る
予
算
拡
充
は
隅
に
置

か
れ
て
い
ま
す
。

　
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
実

施
状
況
は
、
県
内
で
は
昨
年
度

か
ら
変
化
は
な
く
、
川
崎
市
は

引
き
続
き
中
学
校
卒
業
ま
で
、

一
部
負
担
金
も
継
続
さ
れ
た
ま

ま
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
県
内
で
は
依
然
と
し
て
最
低

（
表
６
）
全
国
の
政
令
指
定
都

市
で
み
て
も
川
崎
市
は
ワ
ー
ス

ト
５
に
入
り
ま
す
。（
表
７
）

市
が
試
算
し
た
、
同
制
度
の
一

部
負
担
金
を
撤
廃
し
対
象
年
齢

を
高
校
３
年
生
（
１８
歳
）
ま
で

拡
充
し
た
場
合
の
予
算
は
約
８２

億
５
千
万
円
で
、
あ
と
１３
億
７

千
万
円
あ
れ
ば
で
き
ま
す
。
政

令
指
定
都
市
の
中
で
も
全
国
ト

ッ
プ
の
財
政
力
を
持
つ
川
崎
市

な
ら
、十
分
に
実
現
可
能
で
す
。

教
　
育

　
教
員
不
足
に
つ
い
て
、
２
月

１
日
現
在
で
教
員
の
未
充
足
は

２
０
２
・
５
名
と
な
り
、
昨
年

同
月
の
１
４
２
・
５
名
を
大
き

く
上
回
っ
て
過
去
最
多
と
な
り

ま
し
た
。
２
月
時
点
で
休
職
と

な
っ
た
教
員
は
９１
名
、
業
務
過

多
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
不
足
等
、
未
充
足
が
常
態
化

し
て
い
る
職
場
環
境
の
改
善
は

急
務
で
す
。

非
常
勤
講
師
の 

勤
務
条
件
改
善
予

算
が
拡
充

　
市
は
「
持
続
可
能
な
学
校
運

営
体
制
の
構
築
に
向
け
た
教
員

の
人
材
確
保
と
負
担
軽
減
の
取

組
」
と
し
て
、
約
３０
億
円
の
予

算
が
付
け
ら
れ
ま
し
た
。
主
な

内
訳
は
、
①
非
常
勤
講
師
の
勤

務
条
件
の
改
善
に
約
２９
億
円

（
前
年
比
約
７
億
円
増
）、
②
働

き
方
改
革
・
働
き
や
す
い
職
場

環
境
づ
く
り
の
推
進
に
２
９
０

８
万
円
（
前
年
比
９
９
１
万
円

増
）、
③
正
規
職
員
の
採
用
に

向
け
た
取
組
の
推
進
に
６
２
２

７
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

非
常
勤
講
師
の
勤
務
条
件
の
改

善
は
、
任
用
週
数
を
最
大
５２
週

(

通
年
任
用)

に
拡
充
す
る
こ
と

で
、
年
間
を
通
じ
て
安
心
し
て

働
け
る
雇
用
と
研
修
を
受
け
る

機
会
の
確
保
を
図
る
も
の
で
す
。

　
働
き
方
改
革
・
働
き
や
す
い

職
場
環
境
づ
く
り
の
推
進
は
、

小
中
学
校
の
業
務
改
善
を
促
進

し
学
校
巡
回
や
遠
隔
面
接
を
行

う
産
業
医
を
増
員
す
る
な
ど
、

学
校
事
情
に
即
し
た
効
果
的
な

対
策
を
実
施
す
る
も
の
で
す
。

表４　２０２５（令和７）年度市税の内訳� （単位：百万円）

２０２５年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 民 税 ２１７，０９９ ５３．６ １６３４８ ８．１
個 人 １９６，４０８ ４８．５ １６２７１ ９．０
法 人 ２０，６９１ ５．１ ７７ ０．４

固 定 資 産 税 １３７，９４８ ３４．１ ２３７０ １．７
軽 自 動 車 税 １，０８８ ０．３ ４３ ４．１
市 た ば こ 税 ９，６５０ ２．４ △２５１ △２．５
特 別 土 地 保 有 税 － ０．０ － ０．０
入 湯 税 １０１ ０．０ ３２ ４８．０
事 業 所 税 ９，４８２ ２．３ ２３２ ２．５
都 市 計 画 税 ２９，３８５ ７．３ ５３３ １．９
市 税 合 計 ４０４，７５６ １００．０ １９３０９ ５．０
※百万円以下の処理の関係上、合計額は誤差があります。

表３　２０２５（令和７）年度各会計予算案� （単位：百万円）

会　　計　　別
202５年度 前年との比較
予算額 増減額 率（％）

一 般 会 計 ８９２，７４９ ２１，５１６ ２．５

特
　
別
　
会
　
計

競 輪 事 業 会 計 ３９，４５５ ８，０５８ ２５．７
卸 売 市 場 事 業 会 計 １，７０１ ９１ ５．７
国民健康保険事業会計 １２２，４８０ △２７１１ △２．２
母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 ２１５ １７ ８．６
後期高齢者医療事業会計 ２２，６１０ ７７０ ３．５
公害健康被害補償事業会計 ６８ △１ △２．１
介 護 保 険 事 業 会 計 １１７，４０２ ４，３９７ ３．９
港 湾 整 備 事 業 会 計 ７，４０４ △８４９ △１０．３
勤労者福祉共済事業会計 １１４ ２ ２．０
墓 地 整 備 事 業 会 計 ３２２ △１１２ △２５．９
生田緑地ゴルフ場事業会計 ４３１ △２４ △５．４
公共用地先行取得等事業会計 １，３２０ △２ △０．２
公 債 管 理 会 計 １９２，９４７ ７，８４５ ４．２

特 別 会 計 合 計 ５０６，４７６ １７，４８０ ３．６

公
営
企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 ５５，６７４ ５，０７１ １０．０
下 水 道 事 業 会 計 １０２，０７２ ９６８ １．０
水 道 事 業 会 計 ５２，００２ △２０５１ △３．８
工業用水道事業会計 １０，７４８ △８４８ △７．３
自動車運送事業会計 １５，００４ ２，２２１ １７．４

企 業 会 計 合 計 ２３５，５０１ ５，３６２ ２．３
全 会 計 歳 出 予 算 合 計 １，６３４，７２８ ４４，３５８ ２．８

表１　２０２５（令和７）年度一般会計歳入予算案� （単位：百万円）

２０２５年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

市 税 ４０４，７５６ ４５．３ 19,309 ５．０
地 方 譲 与 税 ２，９２７ ０．３ △159 △５．２
利 子 割 交 付 金 ２０７ ０．０ 116 １２８．９
配 当 割 り 交 付 金 ２，７９２ ０．３ △104 △３．６
株式等譲渡所得割交付金 ２，１１８ ０．２ △843 △２８．５
分離課税所得割交付金 ４２０ ０．１ 11 ２．７
法 人 事 業 税 交 付 金 ３，８０８ ０．４ 205 ５．７
地 方 消 費 税 交 付 金 ３６，４６８ ４．１ 1,157 ３．３
ゴルフ場利用税交付金 ３４ ０．０ 1 ４．５
環 境 性 能 割 交 付 金 １，１９４ ０．１ 129 １２．２
軽 油 取 引 税 交 付 金 ３，８３６ ０．４ 125 ３．４
地 方 特 例 交 付 金 １，５３８ ０．２ △10252 △８７
地 方 交 付 金 ４０６ ０．１ 6 １．５
交通安全対策特別交付金 ３１７ ０．０ △４ △１．４
分 担 金 及 び 負 担 金 ８，６３９ １．０ 62 ０．７
使 用 料 及 び 手 数 料 １６，６２７ １．９ △180 △１．１
国 庫 支 出 金 １７４，９７０ １９．６ 18,461 １１．８
県 支 出 金 ４５，０８３ ５．１ 2,761 ６．５
財 産 収 入 １０，９７４ １．２ 852 ８．４
寄 附 金 ４，０２４ ０．４ 1,926 ９１．９
繰 入 金 ８０，９９７ ９．１ △4597 △５．４
繰 越 金 １００ ０．０ － －
諸 収 入 ３３，０９２ ３．７ △656 △１．９
市 債 ５７，４０９ ６．５ △6814 △１０．６
歳 入 合 計 ８９２，７４９ １００．０ 21,516 ２．５

表２　２０２５（令和７）年度一般会計歳出予算案� （単位：百万円）

２０２５年度 前年との比較
予算額 構成比（％） 増減額 率（％）

議 会 費 １，６７７ ０．２ △５１ △３
総 務 費 ６２，８８５ ７．０ ５，１２９　 ８．９
市 民 文 化 費 ９，１９６ １．０ ７０４　 ８．３
こ ど も 未 来 費 １５６，４９６ １７．５ １４，０１８　 ９．８
健 康 福 祉 費 １８３，３２６ ２０．５ ９，７３３　 ５．６
環 境 費 ２３，１５１ ２．６ △１２３ △０．５
経 済 労 働 費 ２４，１９０ ２．７ △７８９ △３．２
建 設 緑 政 費 ３０，７６０ ３．５ △４９５１ △１３．９
港 湾 費 ８，８４７ １．０ △１２４２ △１２．３
ま ち づ く り 費 ２３，８３６ ２．７ ４１　 ０．２
区 役 所 費 １９，５７９ ２．２ ２５０　 １．３
消 防 費 １９，４００ ２．２ １，１６３　 ６．４
教 育 費 １３０，２４６ １４．６ △３２３０ △２．４
公 債 費 ７４，８８０ ８．４ △１５７７ △２．１
諸 支 出 金 １２３，５７３ １３．８ ２，４４０　 ２．０
予 備 費 ７００ ０．１ － －
歳 出 合 計 ８９２，７４９ １００．０ ２１，５１６ ２．５

２０２５年度川崎市予算案の特徴と課題２０２５年度川崎市予算案の特徴と課題

　　

福祉・くらし優先の予算へ福祉・くらし優先の予算へ
不要不急の大規模開発をやめ不要不急の大規模開発をやめ


